
都道府県財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
岡山県

Ⅰグループ

(財政力指数
0.500以上1.000未満)
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [97.9%]
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[125,480円]
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給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [91.9]
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定員管理の状況

人口10万人当たり職員数 [1,203.69人]

グループ内順位

14/17

都道府県平均

1,147.42

(人)

1,400.00

1,300.00

1,200.00

1,100.00

1,000.00

900.00

800.00

700.00

1,258.46

820.90

1,011.021,031.48

1,314.22

1,164.201,180.73

H20H19H18H17H16

1,203.69

1,239.11

1,237.10

1,256.111,262.10

公債費負担の状況

実質公債費比率 [14.8%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [253.8%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

グループ平均

岡山県
※グループ平均を100とした
ときの比率で表した。

※グループとは、道府県を財政力指数の高低によって4つに分類したものである。
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分析欄
別紙のとおり



分析欄

財政力指数 ：本県の財政力指数は都道府県平均を上回っている。

２０年度は，税収が減少したものの，地方特例交付

金が増加したこと等により，前年度より増加した。

経常収支比率 ：２０年度は，税収が減少したものの，減収補てん債

や臨時財政対策債が大きく増加したことなどによ

り分母が拡大した。一方，分子となる経常的歳出に

について，社会保障経費等が増加したものの，定数

削減の効果で人件費が減少したことなどにより縮小

した結果，前年度よりも１．６ポイント改善した。

人口１人当たり ：本県では，行財政改革による定員削減や独自の給与

人件費・物件費 カットにより人件費の抑制に努めているものの，人

等決算額 口１人当たりで見ると，人件費・物件費等を合わせ

た額は，平均より高い値となっている。

将来負担比率 ：昨年度とほぼ同じ比率となっている。行財政改革に

より，起債を抑制する中で指標の改善が見込まれる。

実質公債費比率 ：過去の積極的な基盤整備事業や国の経済対策に合わ

せた公共事業の拡大の影響などにより，公債費が財

政規模に比べて大きくなっており，グループ内では

１３位であり，全国でも下位となっている。しかし，

これまでの行財政改革の効果により指標は改善の傾

にある。

ラスパイレス指数：１６年度から職員の給与カット（平均３％）を実施

しており，全国的にも低い水準である。平成２１年

度以降は独自の給与カットにより，さらに低下する

見込である。

人口１０万人 ：１０万人当たりでの指標では都道府県平均を上回っ

当たり職員数 ているが，職員総数は前年度よりも約３００人の純

減となっている。

＜今後の取組について＞

２０年１２月に策定した「岡山県行財政構造改革大綱２００８」に基

づき，「５つの目標」として掲げた「収入にあわせた予算を組みます」，

「県債残高をこれ以上増やしません」など，持続可能な財政構造の確

立に向けた取組を着実に進めるとともに，職員数の純減目標（２０年

４月現在の総定員に対して，２５年４月までに１，２３３人の純減）

の達成を目指し，引き続き職員数の純減を図る。


